
河川lの整備

1 現状

本県には、一級河川 7水系 363河川、二級河J'174水系 193河川があります。

このうち、国が一級河川 7水系 37河川、延長 250.7kmを管理し、県は一級・

二級あわせて 81水系 548河川、延長 2， 337.4kmを管理しています。

県管理の河川では、時間雨量 60ミリメートルの雨による洪水を安全に流下させ

ることを最小限の目標として整備を進めており、平成 25年度末の県管理河川にお

ける整備済延長の割合は 39. 1 %となっています。

2 謀題・問題点

(1)国が管理する河川は治水上極めて重要であり、木曽三川、雲出川等の直轄事

業の計画的な事業推進が必要です。

( 2 )局地的な集中豪雨や台風の大型化に伴う豪雨が増加している一方で、河川整

備率は未だ低いことから、洪水や高潮対策がますます重要になっています。

( 3 )これまでの洪水・高潮対策に加え、東日本大震災の教訓から、南海トラフ巨

大地震への対応が求められており、地震・津波、施設の老朽化などの新たな課

題に対する耳元自且が必要マすh

( 4)施設によるハード対策には限界があることから、人的被害の軽減に向けた遊

難体制の整備支援等、ソフト対策を推進する必要があります。

3 対応方針

(1)直轄事業については、引き続き事業費が確実に確保されるよう、国や関係機

関に働きかけていきます。

( 2 )洪水や高潮対策として県が実施する河川事業のうち、補助事業として広域河

川改修事業(三滝川!・木津川)などを 17河川で実施します。

( 3 )地震・津波対策とじて、河口部の大規模水門等について耐震性能を確認のう

え必要な対策を行うとともに、長寿命化計画の策定と計画に基づく延命化対策

を実施じていきます。

施設の老朽化対策として、平成 29年度までに津波浸水予測区域内の河川堤防

における脆弱箇所 183笛所について補強対策を進めます。

なお、平成 26年度は、 24箇所(累計 49箇所)の対策を進めます。

( 4)避難判断水位の設定や浸水想定区域図の作成を引き続き進めるほか、雨量・

水位情報の確実な情報提供に努めます。
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|本年度の県内の主な河川改修事業 lift
木曽三川河川改修

(全国防災含む)

椋川河川改修

木津川河川改修(-'~-:

木津川河川改修

大内山川河川改修

志原川河川改修 /ヘ、，j

熊野川河川改修

入、ミ)¥ 
J、S.;;しとえ

凡例

員弁川河川改修

三滝川河川改修

堀切川地震高潮対策

志登茂川河川改修

相川河川改修

雲出川河川改修

百々川河川改修

櫛田川河川改修

J 宮川河川改修

(全国防災含む)

l去十鈴-JII河川改修

、~直轄河川事業

|、~ 県河川事業( 1級河川)|、、J・県河川事業 (2級河川)
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【直轄事業】

木曽三川河川改修事業(桑名市太平町 ・長島町、木曽岬町源緑輪中地先 他)

ーーー一実施済

一一一一 H26実施

ーーーー 未実施

【直轄事業】

雲出古川河川改修事業(津市雲出伊倉津町地先)
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【県事業】

三滝川河川改修事業、鉄道橋・道路橋緊急対策事業(連続立体交差関連)
(四日市市西町地先)

【県事業】
相川河川改修事業(津市藤方地先)
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砂防・ダムの整備

1 現状

本県は、土石流危険渓流が 5，648箇所、急傾斜地崩壊危険箇所が 10，473

箇所、地すべり危険箇所が 87箇所の合計 16， 208箇所の土砂災害危険箇所が

あります。これらのうち、既に保全した人家戸数の都合は、平成 25年度末で 26. 1 

%となっています。

また、県土整備部が管理するダムには、君ヶ野ダム(津市)、宮川ダム(大台
と ば ζ うち

町)、滝川|ダム(伊賀市)があり、現在、鳥羽河内ダム(鳥羽市)が事業中です。

[参考]国が管理するダム: 蓮ダム(松阪市)

独立行政法人水資源機構が管理するダム:

2 課題・問題点

青蓮寺ダム(名張市)、比奈知ダム(名張市)

[事業中]川上夕、ム(伊賀市)

( 1 )砂防事業は、従来からの土砂災害防止の取組に加え、土砂災害危険箇所内に

立地する病院や老人福祉施設などの災害時要援護者関連施設を保全する取組や、

大規模地震時に土砂災害から避難地や避難路を保全する取組が求められていま

す石

( 2 )水資源機構が事業中の川上ダムは、国が設置した「今後の治水対策のあり方

に関する有識者会議」から平成 22年 9月に示された「新たな基準j に基づく

検証対象とされているため、事業主体において早期にダム検証を行う必要があ

ります。

県が事業中の鳥羽河内ダムについては、平成 25年度にダム検証を終え、そ

の中で「貯留型ダムj から「流水型(穴あき)ダムJに変更したことから、設

計を見直す必要があります。

( 3 )近年の頻発する局地的集中豪雨や大型化する台風、南海トラフ巨大地震など

への対応が求められている中、施設によるハード対策には狼界があることから、

人的被害の軽減に向けた避難体制の整備支援等、ソフト対策を推進する必要が

あります。

3 対応方針

( 1 )災害時要援護者関連施設対策事業や、津波浸水予測区域内の急傾斜地崩壊危

険箇所において避難地や避難路を保全する急傾斜施設等緊急地震・津波対策事

業を実施するとともに、通常の砂防事業、急傾斜地崩壊対策事業の推進に努め

ます。
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( 2) ill上ダムについては、関係機関(国、水資源機構、京都府、大阪府、奈良県、

伊賀市)と協議や調整を重ね、その必要性や有効性、負担の妥当性を認めて推

進してきた事業であることから、国等に対し、ダム検証を速やかに実施し、早

期完成に努めるよう働きかけていきます。

鳥羽河内ダムについては、早期完成に向け、調査・設計を進めていきます。

( 3 )土砂災害に対する市町が行う警戒避難体制のま装備を支援するため、土砂災害

防止法に基づく基礎調査並びに土砂災害警戒区域等の指定を推進します。
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本年度の県内の主な砂防・ダム事業

小滝川砂防事業

河内谷川砂防事業

川上ダム

所谷川砂防事業(特緊) 伊

向山谷川砂防事業

二木島相川小向地区

急傾斜地崩壊対策

大和田川砂防事業

{激特)

上野 1地区急傾斜地崩壊対策

薬王寺谷川砂防事業

鳥羽河内ダム

阿曽浦 1地区急傾斜地崩壊対策

凡例

、県砂防事業 b ・県急傾斜地崩壊対策事業 b

阿田和地区急傾斜地崩壊対策
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急傾斜施設等緊急地震・津波対策事業(南伊勢町下津浦 2地区)

砂防激甚災害対策特別緊急事業(熊野市金山町地内 上大長田谷)

.. 

整備後

被災時
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港湾・海岸の整備

1 現状

港湾は、地域の人流・物流ネットワークの拠点として、県民生活と産業活動を

支える重要な役割を来たしています。また、大規模地震時には、緊急物資等の輸

送において海上輸送が重要な役割を担います。

県内には、四日市港管理組合が管理する国際拠点港湾である四日市港、県が管

理する重要港湾である津松阪港、尾鷲港の 2港、地方港湾 17港、あわせて 20 

港湾があります。

一方、本県における海岸線の延長は約 1，088km(全国で 8番目の長さ)で、

その 72%にあたる約 78 3 kmが、県土整備部の所管する海岸線となっています。

さらに、そのうちの 39. 2 %にあたる約 30 7 kmが、海岸保全区域として指定

されています。

海岸保全施設は、高潮・高波等の海岸災害から背後の人命や財産を守る役割を

担っており、長島地区海岸などで整備を進めています。

2 課題・問題点

(1)港湾施設は、老朽化等により機能の低下等が見られることから、適切な更新

が必要となります。また、耐震基準を満たしていない臨港道路の橋梁について対

応が必要です。

( 2 )海岸保全施設は、昭和 28年の台風 13号または昭和 34年の伊勢湾台風後

に築造されたものが大部分で、築後約 50年が経過し、老朽化や海岸侵食等で

海岸保全施設の機能低下が見られることから、高潮対策、侵食対策、老朽化対

策等が必要となっています。

また、地震による液状化の発生や津波による被害を軽減するための対策が求め

られています。

3 対応方針

( 1 )施設の更新に当たっては、利用状況等を勘案し優先順位をつける等、効家的、

効果的な実施に努めます。

現在、津松阪港において、老朽化した大口岸壁桟橋上部の吏新工事及び宇治

山田港において、老朽化した護岸の更新工事を引き続き行っているところです。

また、橋梁の耐震点検を進め、整備計画を策定し、これに基づき耐震対策を

長島滋(江ノ浦大橋)にて実施しています。
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津松阪港 (大口地区)(松阪市大口町)岸壁工事箇所

( 2 )高潮 ・高波に対する海岸保全施設の機能低下、海岸侵食の進行、地震による

液状化等により、災害の発生のおそれがある長島地区海岸、宇治山田港海岸、

的矢港海岸て現日正直区海岸(古里御浜海岸)一等kおいて整備を行います。

また、平成 23年度までに実施した老朽化調査の結果に基づき、緊急に補強

対策が必要とした 200箇所について、平成 24年度から平成 27年度までの 4

年間で対策を行うものとし、平成 25年度末までに 150箇所の対策を実施しま

した。平成 26年度は残る 50箇所の対策を集中的に進め、対策完了目標年度を

1年前倒しし、 200箇所の補強対策の完了を目指します。

宇治山田港海岸(伊勢市二見町)

侵食対策事業箇所

安乗地区海岸 (志摩市阿児町)

平成 25年度老朽化対策完了箇所
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【三重県の港湾】

長島j答。.
'51本港

尾驚港。

三木里港

賀田港

二木島港

千代崎港

白子港
fll ~ 1司

木本港 … a 

. 国際拠点港湾 (1) 

@ 重要港湾 (2)
. 地方港湾 (17) 

。 H26事業箇所・耐震強化岸壁を有する港湾
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【三重県の海岸】

伊勢湾北部地区

長島海岸

城南第1海岸

磯津海岸

千代崎港海岸

，，~i:， 

津松阪港海岸(直轄)

的矢港海岸

鵜方浦海岸 1 

長島港海岸
伊勢志摩地区

1111". 〈上 【平成26年度事業実施海岸】

南伊勢東紀州地区 直轄事業

県事業
(交付金事業)

井田海岸 【管理区分】

県土整備部所管海岸
うち直轄事業区間 ーーーー
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河川・砂防・港湾・海岸の維持管理

1 現状

河川l・砂防・港湾・海岸施設は、自然災害等から人命や財産を守るための災害防

止や、施設の適正な利用、周辺環境の保全などを図っていくために、本来の機能が

常に発揮されるよう、適切な維持管埋が必要です。

河川・砂防・港湾・海岸施設が損傷や老朽化に伴う機能低下(亀裂の発生、空洞

化、操作不能など)などにより、県民生活や経済活動に深刻な影響が生じることが

ないよう、定期的なパトロールや点検を実施し、適切な維持管理に取り組んでいま

す。河川堆積土砂撤去については、砂利採取を活用して撤去する方法、災害復旧、

汚111改修、河川の維持管理として行う方法等により、平成 25年度には約 43万ni

の土砂を撤去しました。

また、正常な機能の維持や施設の適正な利用を確保するため、公正・公平な許認

可事務を行っています。

さらに、公共施設は地域の財産であるとして、愛護の気持ちの高まりからの地域

住民の清掃・美化活動などを支援する取組を行っています。

2 課題・問題点

県が管理する河川・海岸施設は、伊勢湾台風後に建設され、老朽化に伴う機能低

下などにより、修繕を必要とする箇所が多くあります。

河川堆穣土砂撤去については、治水安全上の優先度や地元要望を踏まえ、対象箇

所の情報を市町と共有し、優先度の高い箇所から計閥的に取り組む必要があります。

また、住民参加型の維持管理である各種美化ボランティア制度や、地域の自治会

等に除草業務を委託する事業など県民との協働事業を推進することも重要です。

3 対応方針

施設本来の機能が常に発揮されるよう、定期的なパトロールや点検を実施し、現

状把握に努め、発見された損傷や危険箇所については、必要な応急措置等を行いま

す。また、計画的な施設修繕や更新を行い、効果的、効率的な維持管理に取り組み

ます。

河川堆積土砂撤去については、優先度や実施方法の考え方を基に選定した当該年

度の実施箇所や今後 2年間の実施候補笛所を関係市町と共有する仕組みを全建設事

務所で取り組みます。

また、河川・海岸等の公共施設や空間の利用等に関する許認可について周知を図

り、調係法令を遵守した許認可事務に取り総みます。

継続的かっ活発な地域住民による維持管理を進めるため、市町や関係機関などと

連携し、必要な情報提供、広報などに取り組みます。
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河川堆積土砂撤去の事例 2級河川安濃川

(津市納所町地内)

施工前

河川堆積土砂撤去の事例 1級河川宇田口川

(南牟婁郡紀宝町高岡地内)

河川堆積土砂撤去の取組

。.砂利採取 11 14 。
一
補助災 11 31 510 

県単災 11 5 175 

河川改修様 11 9 335 

河川維持管理諜 11 5 210 

施工後

13 。 15 。
8 300 5 162 

19 756 9 660 

5 453 6 477 

7 300 
11 

8 350 

1，809 11 43 1，649 
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下水道の整備

1 現状

快適な生活環境づくりや健全な水環境づくりの実現に向け、汚水処理施設の未

普及地域の解消が急務となっています。このため、県内の生活排水の適正な処理

の早期実現をめざして策定された「生活排水処理アクションプログラム(三三重県生

活排水処理施設整備計画)J (環境生活部所管)に基づき、下水道事業、農業集落

排水事業などにより、計画的かつ効率的な汚水処理施設の整備に市町とともに取

り組んでいます。

しかし、本県の下水道普及率は、全国的には未だ低位にあることから、今後も、

引き続き、下水道整備を積極的に進めていく必要があります。(下水道普及率:平

成 9年度末 17. 8 %全国 45位、平成 24年度末48. 0 %全国 39位)

[三重県の下水道事業の実施状況]

下水道事業には、県が実施する「流域下水道事業」と市町が実施する「公共下水

道事業」があります。

.流域下水道事業 u臭事業)

j械で水道の幹線宣車オミシプ場、終*処理場明白賢明世行つ主りますι

本県の流域下水道は、北勢沿岸流域下水道(北部処理区・南部処理区)、中勢

沿岸流域下水道(雲出)11左岸処理区・松阪処理区・志登茂川処理区)、宮川流域

下水道(宮川処理区)の 3流域 6処理区で事業を実施しており、このうち、中

勢沿岸流域下水道(志登茂)11処理区)を除く 5処理区を供用しています。

-公共下水道事業(市町事業)

公共下水道には、流域下水道に接続する流域関連公共下水道と、独自の終末

処理場を有する単独公共下水道があります。

県内 29市町のうち 23市町(うち流域関連 15市町)で下水道整備が計画さ

れ、 23市町すべてで供用開始されています。また、平成 26年度は 18市町

が下水道事業を実施します。

2 課題・問題点

人口減少や少子高齢化などの社会情勢の変化や厳しい財政状況等を踏まえ、計画

的かつ効率的な下水道整備に取り組む必要があります。

また、県の流域下水道においても、これまでに整備した施設の老朽化が課題とな

りつつあることから、今後は、施設の効率的な改築・更新及び維持管理を行ってい

く必要があります。

さらに、発生が予想される南海トラフ地震に備え、既存の下水道施設に対する地

震・津波対策が重要な課題となっています。
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3 対応方針

計画的かつ効率的な整備を図るため、「生活排水処理アクションプログラム」に

基づき、適切に下水道の整備を実施していきます。なお、 「生活排水処理アクショ

ンプログラム」は、地域の実情を踏まえ、適宜見直しを行います。

また、施設の老朽化に対しては、施設ごとに策定している長寿命化計画に基づき、

適切な改築・更新を実施し、施設を良好な状態に保つ取り組みを進めます。

さらに、東日本大震災の教訓を踏まえ、これまでの下水道施設の地震対策に加え、

海岸部に位置する下水処理場等の津波対策についても検討を進めます。

【参考】

普及率の推移

100 

88.1 
90 

80 
全国平均汚水処理人口普及率

70 

60 

支一一一|つ:;-'IY
こ-' 50 I守，

悦ト

揺40

30 

20 

10 

。 ※汚水処理は平成 7年度以降集計

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

年度

※汚水処理人口普及率 ×全国平均88.1% 企三重県79.5 % (平成24年度末)…第30位

(下水道 ・農業集落排水施設等・合併処理浄化槽等処理区域内人口÷住民基本台帳人口)

※下水道普及率 ・全国平均76.3% ・三重県48.0%(平成24年度末)…第39位

(下水道処理区域内人口÷住民基本台帳人口)

※平成22年度の 「汚水処理人口普及率J r下水道普及率」については、岩手県、宮城県、福

島県を除いている。

※平成23年度の 「汚水処理人口普及率J r下水道普及率Jについては、岩手県、福島県を除

いている。

※平成24年度の 「汚水処理人口普及率J r下水道普及率Jについては、福島県を除いている。
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各家庭

流域下水道計画処理区域図

管集

(市町)

北鈴沿岸流出張下水道

(北部処理区)

〔事業着手〕昭和 51年度

〔供用開始〕昭和 62年度

3市 4町

中勢沿岸源域下水道

(窓豊茂川処理区)

〔事業着手〕平成 9年度

〔供用開始〕朱供用

1市

中勢沿岸流場下水道

{書出川左様処理区)
〔事業着手〕昭和 56年度

〔供用開始〕平成 5年度

1市

汚水の流れ

幹線管渠

(県)
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宮川流場下水道

(宮川処理区)
〔事業着手〕平成 10年度

〔供用開始〕平成 18年度

1市 2町

処理場

(県)
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災害復旧

1 現状

( 1 )災害復旧事業

地形、地質などの自然的条件から地震・台風・豪雨などによる災害が発生し

やすい県土であるため、これらの自然災害により被害を受けた河川、道路、海

!岸、砂防施設、下水道等の公共土木施設について、被害原因の除去、再度災害

妨止の観点から単独災害復IB事業(原形復旧)、改良復旧事業を実施しています。

通行止めや二次被害の恐れがあるなど早急な対応が必要な箇所について、応急

復旧工事を行い被災地域の早期復興、民生安定を図っています。

平成 23年災害は、台風 12号、 1 5号により紀伊半島を中心に甚大な被害

が発生し、公共土木施設災害は、県工事で 691件(査定時件数)、約 196億

円の被害が発生し、このうちf熊野地域については、 268件、約 100億円の

被害となりました。

①単独災害復旧事業(原形復旧)

平成 26年3月末持点では、県工事 666件のうち 647件、約 97%完

成しています。

②改良復旧事業

再度災害を防止守二るため、未災箇所を舎む一連の施設にヲいて三災害復旧

事業費に改良費を加えて河川断面の拡幅や道路拡幅等を行う改良復旧事業宏、

県工事で 12件、約 66億円(うち災害費約 39億円)の事業採択を受けま

した。

改良復旧事業の平成 26年 3月末時点における契約率は、約 64%となっ

ています。

平成 24年災害は、台風4号や台風 17号などの影響により、県工事で 321

件、約 48億円の被害が発生し、平成 26年3月末時点では、単独災害復旧事

業において 300件(約 94%)が完成しています。

平成 25年災害は、 9月の台風 18号の影響により、伊賀地域を中心に各地

で豪雨となり、県工事で 335件、約 45億円の被害が発生し、平成 26年 3

月末時点では、 237件(約 71 %)の発注を行っています。

( 2 )道路啓関対策

大規模地震・津波が発生した擦に孤立が懸念される熊野灘沿岸地域において、

道路啓聞を迅速に展開できる態勢整備に向けて、道路啓開マップを作成し、

国・市町・建設企業との連携による訓練を実施しました。

また、通信手段確保のための衛星携帯電話の配備を完了し、啓開作業に必要

となる資機材備蓄のための道路啓開基地整備については、 2箇所(全 13箇所)、

津波に対して粘り強い構造とすることを目的とした道路構造強化については、

1 1箇所(全 21箇所)の整備を行いました。

※道路啓関.瓦磯など障害物の除去や段差修正を行い、救援ルートを最優先

に確保すること
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2 課題・問題点

県民の皆さんの安全・安心の回復のためにも早期復旧に努め、鋭意発注を行って

きましたが、平成 23年災害の改良復旧事業については、地元調整等が引き続き必

要となります。

道路啓関については、園、県、市町、建設企業等で連携した迅速な対応が必要

となります。

3 対応方針

平成 23年災害の一日も早い復旧に取り組みます。単独災害復旧事業について

は、平成 26年 12月までに完成するよう取り組みます。改良復旧事業について

は、市町との連携を図り地元理解を得ることに努め、平成 26年度末に完成する

予定です。

平成 24年災害については、平成 26年度末に全ての工事完成を目指します。

平成 25年災害についても、計画的な工事発注を行い一日も早い復旧を目指し

。ます。

道路啓関については、道路啓開を迅速に展開できる態勢整備として、引き続き

道路啓開墓地整備、道路構造強化を進めます。
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《災害復旧事業の状況》

平成 23年災害 【大馬谷川(熊野市井戸町)】

[被災時] [復旧後】
【七色峡線(熊野市井戸町)】

[被災時】 【復旧後】

平成24年災害 【浪瀬川 (鈴鹿市石薬師町)】

[被災時] 【復旧後】

平成25年災害 【国道 163号(伊賀市中村)】

[被災時) [復旧後〕
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都市計画の概要と都市計画事業

1 現状

(1)本県では、人口減少・超高齢社会に対応するため、集約型都市構造の実現にむけた計

幽的な土地利用や都市施設の整備などを進めており、現在、 24の都市計画区域

(2 5市町)が設定されています。

都市計画区域では、長期的な視点に立った都市の将来像を明確にし、その実現に向け

ての基本的な方針を明らかにするため、都市計画法に基づき、「三重県都市マスタープラ

ン」を策定し、適正な土地利用と都市計画事業を進めています。

( 2)安全で快適な都市生活、災害に強い都市構造をめさやし、主に次の箇所で街路事業等

都市基擦の整備を進めています。

-近鉄名古屋線JiI原町駅付近(四日市市)<立体交差化〉

-松阪公闘大口線(松阪市)く緊急輸送道路、立体交差化、重量線共同溝〉

・伊賀上野橋新都市線(伊賀市)<電線共同溝〉

-外宮度会橋線(伊勢市)<電線共同溝〉

・白江地区(鈴鹿市)<土地区画整埋(組合施行)> 

(3)潤いある都市環境を形成するため、 6筒所の都市公調の整備・管理を行っています。

-北勢中央公園(四日市市・いなべ市・菰野町) ・鈴鹿青少年の森(鈴鹿市)

-亀山手シシャイレバーテ(亀山市')-__ --- ----- -_<県斤前公園(津市}

・大仏山公間(伊勢市・玉城町・明和町) ・熊野灘臨海公潤(紀北町)

2 課題・問題点

(1)都市計画区域に関しては、市町村合併の結果、一つの行政区域内に線引き・非線引

きの都市計画区域が併存している市があり、一貫した方針に基づき、まちづくりを進

めていくうえで、支障が生じる恐れがあります。

(2)南海トラフを震源域とする巨大地震の津波浸水区域内の市街地では、地震・津波災害

に強い都市構造の形成が課題となづています。

(3)都市計画事業に関しては、市町事業や鉄道事業者、電気通信事業者等との調整が不

可欠であり、連携を図りながら計画的に進めていく必要があります。

(4 )公園施設の老朽化に対応し、適切かつ効率的な維持管理や計画的な施設の修繕を進め

ていく必要があります。

3 対応方針

(1)都市計画区域の再編については、集約型都市構造をめざすとした三重県都市マスタ

一プランのもと、関係市町と十分調整を図りながら、見直しを進めていきます。

(2)地震・津波災害に強い都市計画を進めるため、「三重県地震津波対策都市計画指針(仮

称)Jの策定に着手するほか、市町向け研修会等の取組を進めます。
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(3)都市計画事業については、引き続き関係機関との連携を図りながら、効率的・重点

的に推進していきます。

(4)県営都市公園の維持修繕については、平成 24年5月に作成しだ三重県公園施設長

寿命化計画に基づき、施設の長寿命化対策を進めるとともに、指定管理者等へ維持管

理に関するマニュアルを周知徹底します。

|舗と蹴の立体交釘七~鉄道で分断された市街地の一体化~

都市公園の管理・運営

~潤いある都市環境の形成~

都市計画道路松阪公園大口線(松阪市)し=820m
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近鉄名古屋線川原町駅付近(四日市市)

L=600m 

亀山サンシャインパーク(亀山市)



重県の都市計画区域

桑名
{桑名索、木曽崎町、東員町、

{※)いなベ市(h日員弁町))

亀山
{亀山市、 /8.芸濃町}

四日市
{四S市布、菰野町、朝日町、 /I/.越fIIT)

伊賀
(/8伊賀町}

;寧

上野
(/8上野市}

(h日津市、 /8久居市、 /8.河芸町、!日香良潟町)

松販(/8絞阪市、 18嬉野町、!日三雲町

伊勢

名張

島現

多気

南勢
(h日高撃陣IJ)

志摩
紀伊長島

(/8.紀伊長島町)

(/8浜島町、 /8.磯部町、/8.阿見町、!日大豆

町、 l呂志摩町)

熊野
(18熊野市}

吋基数の都市計画区域を有するrIiがあるため、重復を除いた数

平成26年4月1日現在

ス
)

F
h〕
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景観まちづくりの推進

1 現状

(1)本県は景観法に基づく景観行政団体として、平成 19年に「三重県景観づく

り条例Jを公布するとともに、平成 20年 4月から「三重県景観計画」を運用

するなど、良好な景観づくりに向けた取組を進めています。

「三E重県景観計画」は、広域的な景観行政団体として、長期的、総合的視野に

立った景観づくりの目標や基本方針、一定の行為に対する届出の基準(景観形成

基準と届出対象行為)を定めたもので、建築物の建築等を行う際に景観に配慮し

たものとなるよう、届出による誘導などを行っています。

また、三重県屋外広告物条例(昭和 42年施行)に基づき、良好な景観の形成、

風致の維持及び公衆に対する危害防止の観点から、看板等の屋外広告物について、

必要な規制を行っています。

1[(5景観行政団体:景観行政を担う主体であり、都道府県、政令市、中核市は自動的に、
その他の市町村は、都道府県との協議 (H23.8までは同意)により、
景観行政団体になることができます。

※県内の景続行政団体市町:9市(平成 26年 4月!日現在)
津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、亀山市、志摩市、伊賀市

( 2 )社会資本整備にコ幻ては、地域の創意工夫会ニー2:'を取りλ:れと住民満足度

の高い事業の実施が重要となっています。そのため、社会資本整備における

住民との協働に取り組む職員の育成、資質向上の取組を進めています。

また、地域住民との協働により、良好な景観や歴史的なまち並みなどの地域

資源に配慮した県管理施設の修景整備(景観まちづくりプロジェクト事業)を

実施し、まちの良好な景観形成に寄与するとともに、協働のもと道路の清掃や

植栽などに取り組むことで地域の活性化をめざす、日本風景街道「伊勢熊野み

ち」の活動を支援しています。

2 課題

( 1 )良好な景観づくりにおいて、県民や事業者、市町と共に景観づくりを県内

全域で展開していくとともに、市町の景観計画策定や地域が主体となって取り

組む景観づくりへの支援が求められています。

また、屋外広告物の適正な設置に向け、違反屋外広告物の是正に取り組む

必要があるとともに、三重県屋外広告物条例に基づく事務については、きめ細

かな対応が可能な市町への権限移譲を進める必要があります。

( 2 )社会資本整備を進める中で住民満足度を高めるため、より一層の職員の資質

向上が求められています。

また、協働により整備した道路等の施設を地域の活性化に生かすため、施設を

活用してまちづくりに取り組む団体の活動への支援が必要です。あわせて、日本

風景街道「伊勢熊野みち」構成団体の取組の活性化のため、啓発・ PRや、構成

団体関の連携強化・交流促進の支援が求められています。
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3 対応方針

( 1 )良好な景観づくりの推進のため、三重県景観計画に基づく届出に関する相談・

審査を行うとともに、県民や市町の景観意識の高揚と普及啓発に取り組みます。

さらに、 市町や地域が主体となって取り組む景観づくりへの支援のため、

景観アドバイザーの派遣等を行うとともに、市町の景観行政団体化に向けた

取組支援として、市町との意見交換や市町主催の景観計画策定委員会への職員

派遣等を行います。

あわせて、 世界遺産に登録されている熊野川左岸流域の景観を保全するため、

市町や地域住民との協働のもと、対岸の和歌山県と も連携し、平成 27年度の

運用開始に向け、熊野川流域景観計画(仮称)の策定に取り組みます。

また、屋外広告物の適正な設置のため、広告主等を対象に屋外広告物に関す

る規制制度の普及啓発を行うほか、違反屋外広告物の是正の取組等を進める

とともに、引き続き市町への三重県屋外広告物条例に基づく事務の権限移譲に

向けた働きかけを行います。

( 2 )社会資本整備がより、的確で効率的に進められるよう、職員 の協働に対する

資質向上のための研修を実施します。

また、引き続き、地域の創意工夫やニーズを取り入れた住民満足度の高い社会

資本整備の実現に向け、 景観まちづくりプロジェクト事業を実施し、その成果を

一生かし去ま皇三三笠猛動会企支援と協働金取組乏息自主広めるため、地域のまち

づくり団体を対象としたシンポジウムを 開催します。 あわせて、日本風景街道

「伊勢熊野みち」推進協議会を開催し、協議会構成団体間の交流等を図ります。

| 景観まちづくりプロジェクト事業実施個所 | 

上多気地区(津市)伊勢本街道 外宮前地区(伊勢市)外宮参道

美旗地区(名張市)初瀬街道
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建築開発行政

1 三重県の建築行政の概要

安全で安心な建築物を確保するため、建築基準法に基づき建築確認申請の審査、

建築物の中間検査及び完了検査やその他建築物の特例許可及び認定などを行ってい

ます。

県では建築行政の権限移譲を行っており、桑名市、四日市市、鈴鹿市、津市及び

松阪市は特定行政庁として全ての建築物に関する建築行政を、伊賀市、名張市及び

亀山市は限定特定行政庁として小規模な建築物に関する建築行政を行っています。

また、建築行政のうち建築確認及び検査については民間の指定確認検査機関でも

行っており、県内の円滑な建築行政を推進するため、各市との連携に加え、民間の

指定確認検査機関との連携が県の重要な役割となっています。

平成 25年度の建築確認件数は 9， 972件で、過去 5年間における特定行政庁

及び指定確認検査機関の件数の推移は下表のとおりであり、指定確認検査機関の割

合は年々増加していiます。

<建築確認件数(平成 21年度から平成 25年度まで)>

(件数)
12，0∞ 

而函i--竺 ---8.896一一時 一

8β収)

6β∞ 
4.000 

2.000 

9.912 

-指定確認償査機関

口特定行政庁

。
平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度

2 三重県の開発行政の概要

適正な土地利用及び安全な宅地を確保するため、都市計画法及び三重県宅地開発

事業の基準に関する条例に基づき開発許可申請の審査、開発工事の完了検査などを

行っています。

この開発行政においても、権限移譲に取り組んでおり、桑名市、四日市市、鈴鹿

市及び津市において開発行政が行われています。

また、県内の円滑な開発行政を推進するため、開発行政を行っている 4市との連

携が県の重要な役割となっています。

平成 25年度の開発許可件数は、三重県 175件、四日市市 113件、津市 36 

件、鈴鹿市42件、桑名市 44件で、合計410件となっています。
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建築確認・開発許可を行っている市

. 

『司 百台よ}

、_ . 弘

¥" __ . '.. ;;~J 

~ 

I I建築確認〈全て)を行っている市〈桑名市、四日市市、鈴鹿市、津市、松阪市〉

建築確認 (小規模〉を行っている市(伊賀市、名張市、亀山市〉

開発許可を行っている市(桑名市、四日市市、鈴鹿市、津市〉
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建築物の耐震対策

木造住宅耐震化

1 現状

東海・東南海・南海地震に備え、住まいとまちの耐震化のため、平成 27年度末

の耐震化率 90%を目標に、倒壊のおそれのある昭和 56年 5月 31日以前(I日耐
震基準)に建てられた木造住宅の耐震診断補助及び耐震補強工事補助等に取り組ん

でいます。

[耐震診断補助の実績]

平成 14~ 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25
累計

20年度 年度 年度 年度 年度 年度

予算戸数 39，700 3，000 3，000 2，700 3，000 3，170 54，570 

実績戸数 18，847 1，940 2，333 4，025 2，904 1，647 31，696 

(単位:戸)

[耐震補強工事補助の実績} (単位:戸)

平成 14~ 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25
累計

20年度 年度 年度 年度 年度 年度

予算戸数 1，200 250 250 240 250 463 2，653 

実績戸数 624 124 214 234 416 326 1，938 

※平成 25存度末耐震化率推計百 5--:----2-96 

2 課題・問題点

耐震診断戸数に占める耐震補強工事戸数は約 6. 1 %と低い割合に留まっていま

す。耐震化を促進するために市町と協働で直接住民に働きかけるきめ細かな取組が

必要です。

3 対応方針

① 耐震補強工事補助事業に対する需要に的確に対応することをはじめとして、着

実な事業執行に努めます。

② 行政の補助事業について広く周知を行うとともに、補強工事実施を促す補強柑

談会や防災教育活動といった直接住民に働きかける取組について、市町及び関係

団体と連携して全市町で行えるように取り組んでいきます。

【木造住宅耐震化に関する補助制度】 (対象 昭和 56年5月 31 B以前に建築された木造住宅)

者市 助 額

①耐震診断支援 全額

②耐震補強設計補助 耐震補強設計費の 3分の 2(上限 16万円)

耐震補強工事費の 3分の 2(上限 60万円)

さらに 11目 5%に15. 45万円を加算(上限 56. 55万

③耐震補強工事補助 円)

また耐震補強工事と同時に行うリフォーム工事については

工事費の 3分の 1(上限 20万円)

④簡易耐震補強工事補助 簡易耐震補強工事費の 3分の 2(上限 30万円)
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11 大規模建築物耐震対策促進事業

1 現状

平成 23年 3月に発生した東日本大震災を踏まえ、聞は、人的・経済的被害を可能

な限り軽減するため、不特定多数が利用する大規模建築物等の耐震診断及び診断結果

の公表を義務付ける旨の耐震改修促進法の改正を行い、平成 25年 11月 25日から

施行しました。(耐震診断結果の報告期限は平成 27年末まで)

この法改正にあわせ、国は、耐震診断が義務化される建築物に対し、耐震化を強力

に促進するため、地方公共団体が補助を行った場合には、国の補助額をさらに加算す

る制度を創設しました。

本県においても、この国の補助制度を活用し、不特定多数が利用する大規模建築物

等の耐震化を促進するために、耐震診断の支援を行うとともに、緊急に安全性を高め

ていく必要がある建築物に対する耐震改修の支援を行います。

[耐震診断費補助制度]平成 25年度 12月補正予算において創設

0対 象:耐震改修促進法の改正により、耐震診断及び診断結果の公表が義務化

された以下の建築物

・不特定多数が利用する大規模建築物(ホテル・旅館、応舗等)

・避難弱者が利用する大規模建築物(学校、老人ホーム等)

・火薬類、石油類等の危険物を、一定量以上貯蔵又は処理している

太規獲建築d1a_i工場笠L
0補助率・ 10/10

0負担割合:国1/2 県1/4 市町1/4

[耐震改修費補助制度〕平成 26年度当初予算において創設

0対 象:耐震診断及び診断結果の公表が義務化された建築物のうち、以下の

いずれかに該当する建築物

-災害時に避難所として活用される建築物(ホテル・旅館等)

・災害時に自力で避難が困難な避難弱者が利用する建築物(病院・学校等)

O補助率:44. 8 % 
。負担割合:国1/3 県 5.75% 市町 5.75%

2 課題・問題点

( 1 )不特定多数が利用する大規模建築物等の早期の耐震化を促進するために、当該

建築物等の所有者に早期の耐震診断及び耐震改修を行っていただく必要があり

ます。

( 2 )不特定多数が利用する大規模建築物が存在する市町において補助制度を創設す

る必要があります。

3 対応方針

( 1 )不特定多数が利用する大規模建築物等の所有者に対して、市町と連携して耐震

化の意向調査を行うとともに、補助制度の周知を徹底するなど、耐震化の働きか

けを行っていきます。

( 2 )不特定多数が利用する大規模建築物等が存在する市町のうち、補助制度を創設

していない市町に対して補助制度を創設するよう働きかけを行っていきます。
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県営住宅の管理

1 現状

現在、 61団地の県営住宅を管理しており、平成 26年4月 1日現在の入居可

能戸数は 3，551戸であり、そのうち入居戸数は 2， 9 2 2戸(入居率 82. 3 

%)となっています。

県営住宅の維持管理を中心とした業務については、平成 18年 4月から指定管

理者制度を導入しており、平成 26年度から 5年間ブロックごとに以下の指定管

理者により管理を行っていきます。

0北勢ブロック

0中勢伊賀ブロック

O南勢ブロック

0東紀州ブロック

:鈴鹿亀山不動産事業協同組合

.伊賀南部不動産事業協同組合

:三重県南勢地区管理事業共同体

三重県南勢地区管理事業共同体

祭営住宅については、新規建設や建替えは行わず、既存ストックを有効活用す

ることとしており、早期の予防的・保全的な管理・修繕を行うことにより既存県

営住宅の長寿命化を図り、ライフサイクルコストを縮減するため、平成 22年度

に「三重県公営住宅等長寿命化計画J (平成 23 年度~3 2年度)を策定し、外

援改修や往戸内のバリアフリー化を進めています。

1主おて県営住宅の耐震対策Lミラーい宅除、耐震診断結果足基づく耐震補強及び用

途の廃止により、平成 22年度末までに完了しています。

2 課題・問題点

平成 11年度以降、法的措置も含めた家賃の滞納対策を強化したことから、

平成 14年度末に約 1億 9， 000万円あった収入未済額は、平成 25年度決算

(見込)で約 1，000万円にまで減少しています。今後も継続した滞納対策を

行う必要があります。

3 対応方針

家賃の滞納対策としては、 「新たな滞納の未然防止」、 「滞納発生時の初期段

階からの対応Jが大切であるため、家賃の口座振替の利用拡大を図るとともに、

滞納初期段階における電話や文書、訪問による督促の強化等の対策を講じていき

ます。

県営住宅の施設管理については、指定管理者が行う維持管理とともに、 「三重

県公営住宅等長寿命化計画」に基づき、対象となる 32団地 1， 681戸の改修

.改善を進めていきます。
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三重県 県営住宅位置図

(平成 26年 4.月1日現在)
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